
札幌市気候変動対策行動計画 現行計画の総括

１ 市民・事業者編の温室効果ガス総排出量と取組に係る進捗状況

○最新実績の2022年度（速報値）は1,022万t-CO2となり、2013年度比22％（282万t-CO2）減と

なっている。

○ここから現行計画の目標を達成するためには2022年度比で47％（485万t-CO2）の削減が必要。

令和７年（2025年）５月９日
札幌市環境審議会気候変動対策行動計画検討部会 第２回会議 別紙２

(1) 温室効果ガス総排出量の推移

図１ 本市における温室効果ガス排出量の推移と現行計画の目標

(2) 温室効果ガス排出量の内訳
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○2022年度に本市から排出された温室効果ガス排出量の内訳は二酸化炭素が98％を占めている。

〇二酸化炭素排出量の部門別内訳では、家庭部門、業務部門、運輸部門の３部門で約９割

⇒背景として、積雪寒冷地のため家庭における暖房エネルギー消費量が多い、第３次産業

中心の産業構造である、日常生活における自動車への依存度が高いなどが挙げられる。

〇エネルギー種別内訳では、電力が約４割を占めており、ガソリン、灯油の順となっている。

図２ 本市における二酸化炭素排出量の
部門別内訳（2022年度速報値）
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図３ 本市における二酸化炭素排出量の
エネルギー種別内訳（2022年度速報値）

(3) 成果指標の達成状況

○現行計画では、「省エネ」「再エネ」「移動」「資源」の４つの施策ごとに取組の進捗状況を把握するための

成果指標を設定。

〇成果指標値の達成率から見ると、「ZEH相当以上の省エネ性能を持つ新築住宅（戸建）」や、「間伐等の森林

整備を実施した森林の面積」は目標を達成している一方、 その他の取組にはさらなる取組が必要な状況。

表１ 現行計画における成果指標の達成状況（市民・事業者編）

〇現行計画で定める削減目標を達成するためには、取組が遅れている施策の強化が必要

⇒現行法や条例の改定状況、昨今のエネルギー価格の高騰等の社会情勢の変化、

気候変動対策に対する市民・事業者の意識等を見据えた新たな取組の立案、成果指標の見直し等

を行うことが必要
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札幌市気候変動対策行動計画 現行計画の総括

２ 市役所編における温室効果ガス総排出量と取組に係る進捗状況

〇最新実績の2022年度（速報値）は65.4万t-CO2となり、2013年度比17%（13万t-CO2）減となって

いる。

○ここから現行計画の目標を達成するためには2022年比で55％（36.2万t-CO2）の削減が必要

令和７年（2025年）５月９日
札幌市環境審議会気候変動対策行動計画検討部会 第２回会議 別紙２

(1) 温室効果ガス総排出量の推移

(2) 温室効果ガス排出量の内訳

○2022年度の温室効果ガス排出量のエネルギー種別内訳は、電気が約５割を占めている。

〇用途別の内訳は、上下水道・交通・道路等学校・市民利用施設・庁舎等が34％、廃棄物が

32％、学校・市民利用施設・庁舎等が26％を占めている。

図５ 市役所の二酸化炭素排出量の
エネルギー種別内訳（2022年度速報値）

図６ 市役所の温室効果ガス排出量の
用途別種別内訳（2022年度速報値）

(3) 成果指標の達成状況

○現行計画では、「省エネ」「再エネ」「移動」「資源」の４つの施策ごとに取組の進捗状況を把握するための

成果指標を設定。

〇成果指標値の達成率から見ると、「ZEB相当以上の省エネ性能を持つ新築・改築建築物」は順調に進んでいる

一方、他の取組にはさらなる取組が必要な状況。

表２ 現行計画における成果指標の達成状況（市役所編）

〇現行計画で定める削減目標を達成するためには、すべての施策について、取組の強化が必要

図４ 札幌市役所における温室効果ガス排出量の推移と現行計画の目標
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